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研究成果の概要（和文）：公益分野、とりわけ電力ガス分野における規制と競争の在り方を、ドイツ及びヨーロッパ法
に基づき、検討した。近年、電力エネルギーセクターにおける規制の在り方については、様々に議論されているところ
であり、一つの手がかりとしてドイツ及びヨーロッパを検討の対象として、競争法と事業法の規制の組み合わせ、それ
ぞれの役割を明らかにした。競争法においては、事後の濫用規制という形で、競争原理が導入されている電力価格に対
する規制が実施されていることも注目に値する。事業法においては、独占的に所有される送配電網の規制が中心である
。このように、競争法と事業法の一つの組み合わせ方を検討分析した。

研究成果の概要（英文）：This research deals with abuse of dominant position  under Competition Law and ene
rgy Law in Europe and Germany. Especially, Purpose of this research is to describe how to combine Competit
ion Law and Sector Regulation in Energy sector. One possible method in regulation is found in German regul
ation system. 
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
現代経済社会における規制緩和が様々な局
面で転換期を迎えている。公益事業文や及
び技術革新分野では、独占・寡占状態が維
持されている分野も多く、再規制・規制強
化の動きも見られ、規制の理念及び仕組み
は複雑化してきている。 
 変革期を迎える経済社会において、近年
の独占化・寡占化の進展は経済法制にとっ
て重要であり、これに対応した経済法制で
なければならない。 
 公益事業においては、技術の進歩を背景に
競争原理の導入を中心とする規制緩和が進
められてきた。第一段階は、法的独占から、
ネットワーク・インフラへの自由なアクセ
スを伴う、ネットワークサービスの民営化
された市場への移行、第二段階は、ネット
ワーク、インフラへのオープンアクセスル
ールの展開によって特徴付けられる。しか
しながら、公益分野は、従来法的独占を認
められていた既存事業者が独占的地位、支
配的地位にある場合、ないしは少数の事業
者による寡占的な市場が維持されている特
徴が見られるため、かかる独占・寡占を前
提とした規制が必要である。 
 さらに、近年は、規制緩和が転換期を迎
え、さらなる技術の進歩、それに起因する
経済実態の変化を受けて、不可欠施設への
アクセスの問題に限定されない、競争者の
排除及び搾取的な行為等を含む、より幅広
い行為を規制対象として、一般的な支配的
事業者の濫用行為規制の展開を再検討する
必要がある。 
 寡占・独占の問題は、技術革新と密接な
関係にある。そして、技術革新・イノベー
ションは現代の経済社会の発展を牽引する
重要な意義を持つ。技術革新的な市場とし
て、情報通信市場、コンピューターのソフ
トウエア等が挙げられる。イノベーション
の促進を通して、市場における支配的地位
を獲得したことを前提とした、その地位の
不当利用、すなわち濫用行為規制の問題で
ある。かかるイノベーション市場に関して
は、伝統的な市場と異なって、ダイナミッ
クな競争が長期的に展開することに留意し
た特別の検討方法の必要性が提起されてい
る。  
 
２．研究の目的 
本研究では、近年経済社会において独占
化・寡占化が進展していることを念頭に置
き、これに対応する競争法理論の再構築を
目的とする。とりわけ、独占・寡占の問題
が顕著である電力、ガス、郵便等の公益事
業分野及びパソコン OS市場で独占的な地
位にあるマイクロソフトや検索サービスの
グーグル、通信サービス分野の NTT 東西
が存在する情報産業や、医薬品等、技術革
新が重要なイノベーション市場を主な検討
対象とし、一定の支配力を持つドミナント

な事業者の濫用行為に対する経済法規制の
在り方を明らかにする。 
 公益事業分野における競争原理の導入の
程度は、ネットワークのボトルネック性に
依拠し様々な展開を示している。まず、電
力セクターでは、エネルギー源としての公
共性、設備拘束性という特殊性も相まって、
競争の展開も限定的である。単に規制緩和
を進めるだけでなく、新たに規制を設ける
再規制の要否を検討する。ガス分野につい
ては、ガス輸送の問題が電力ほど強度のボ
トルネックとはなっていない状況、電力と
ガスエネルギー産業の代替性の可能性につ
いて、国際的な比較を念頭に置いた検討を
行う。電気通信分野は、ボトルネック状態
がいわゆる一時的な分野として捉えうる一
方、国際的にみても、固定網・移動網の両
方において、寡占的な市場に変化しつつあ
ることに着目する。 
 
３．研究の方法 
競争法を有する先進国は、それぞれの形で
独占・寡占規制を有しているが、ヨーロッ
パ運営条約 102条(旧EC条約 82条)による
支配的地位にある事業者の濫用行為規制が
注目される。積極的な法運用、判例理論及
び学説の一定の蓄積もあり、また中国他ア
ジア諸国・東欧において、この支配的地位
の濫用規制が導入されており、経済活動の
国際化という点からも、重要な意味を持つ
規定であると考える。 
 本研究では、ヨーロッパ法を比較研究対
象の中心として、以下の通り、公益事業及
びイノベーション分野における支配的事業
者規制の在り方を明らかにする。 
 我が国の独占禁止法との関係では、不公
正な取引方法規制が、一定の地位を有する
事業者の濫用行為規制として意味を持つこ
とがあり、優越的地位を有する事業者の濫
用行為規制がある。優越的地位については、
市場支配力を念頭に置いた規定ではないが、
取引の依存度という観点からみれば、ヨー
ロッパ法の取引相手方に対する搾取的な濫
用行為規制及びドイツ競争法の相対的な依
存関係を前提とした不当な行為に対する規
制と共通点が存在し、この点からも検討を
加える。 
 
４．研究成果 
①まず、公益事業として、電力・ガスの分野
における競争法と事業法に基づく、いわゆる
濫用規制の検討を行い公表している。 
 ドイツにおける濫用行為に対する規制の
仕組みは検討に値する。すなわち、2007 年
12月の競争制限防止法の改正では、エネル
ギー供給及び小売業の分野で価格濫用の強
化が図られている 。競争制限防止法 131
条７項により、2012年末という期限付きで、
エネルギー分野 (電力・ガス)における濫用
規制の実施を容易にする同法 29 条が導入



され、29 条は、以下のように定めている。
すなわち、ある市場において、単独に又は
他の供給事業者と一緒に、市場支配的地位
を占める電力、ガス又は遠隔暖房の供給者
(供給事業者)として、①他の供給事業者の
取引条件又は比較可能な市場の事業者より
も不利益な料金、料金の構成部分又はその
他の取引条件を求めること(その差が著し
くない場合も含まれる)、及び②コストを不
当に上回る料金を請求することによって、
その地位を濫用することが、事業者に禁止
される。供給事業者が、その差異を実質的
に正当であることを立証する場合には、濫
用には当たらない。その範囲では、競争が
あっても計上されるコストは、この規定の
意味する濫用違反として考慮されるべきで
はないとする。競争制限防止法 29条は、同
法19条及びヨーロッパ機能条約102条に基
づく法適用によって展開してきた濫用規制
のコンセプトを受継ぐものである。当該改
正は、従来の理論を明文化したものであり、
画期的な新規性はないが、より効果的な濫
用規制の実施が意図され、エネルギー価格
の濫用的引上げを規制する競争法的措置の
強化である。この強化の背景には、法律上
の市場開放から８年以上経過しても、電力
及びガス分野において活発な競争が十分に
行われていないこと、大幅な価格の下落に
つながっていないこと、エネルギー市場は、
強度に垂直的統合されている高度の集中度
を示し、エネルギー価格は国民経済的に懸
念される水準まで上昇しており、これは、
一時的なエネルギーコストの上昇によって
説明し得ないと捉えられ、買手である産業
及び消費者に価格が転嫁・負担されている
という状況が指摘されている。 
 電力産業については、市場構造の変革を
もたらす分離等の措置がヨーロッパレベル
で展開しつつあるが、これらは中期的観点
から効果が期待される。また、競争システ
ム自体に依拠するのみでは、独立系発電事
業者又はエネルギー輸入業者によるエネル
ギー供給の拡大は、短期的には期待できな
い。この中で、エネルギー価格は、エネル
ギーに依存する産業及び中小事業者の競争
能力にとって決定的な意味を持ち、高いエ
ネルギー価格は何より直接消費者に負担を
課すことになる。このため、連邦政府の理
解によれば、期限付きで過渡的に、すなわ
ち、旧供給独占を競争市場に転換するまで、
ないしは効果のある構造的措置によって競
争を持続的に維持するまでの間、エネルギ
ー経済法による直接規制を受けない発電、
卸売及び小売の分野において、エネルギー
市場の特殊性に応じて効果的な競争制限防
止法上の濫用規制が必要かつ正当化される。
カルテル庁は、29条を用いて、エネルギー
経済法による規制を受けない分野で、その
濫用規制を効果的に実施し、短期間に競争
を活発化させ、それをもって価格低下が期

待されるのである。 
 当該条項に関して、エネルギー業界にお
ける価格濫用の具体的事例を分析した。
2010 年のカルテル庁による 30 のガス供給
者に対する、濫用的価格引上げに対する確
約が注目される。カルテル庁は、競争制限
防止法 29条に基づく審査により、認可され
た託送料金(総額のおおよそ 16%)、税金及
び土地利用料(総額のおよそ 29%)を控除し
たうえで、他の供給者の調達状況との比較
検討を重視した。ガス供給者の確約は、2007
年及び 2008年に総額 1億 3000万 ユーロを
顧客に還付し、かつ当該還付を 2009年の価
格引き上げで補填してはならないという内
容である。 
 他方で、料金の引上げについては、競争
制限防止法 29条だけでなく、民法 315条に
いう公平性の裁量に該当するか否かが検討
される。民法 315条は、契約上、一方当事
者に裁量的な給付確定権が付与されている
場合、裁量権を付与されている当事者は、
これを公正な裁量に従って行使することを
義務付けられており(同法 315 条 1 項)、確
定は、相手方に対する意思表示によって行
う(同条 2 項)。公平な裁量によって確定を
行う場合、確定が公平である限り、相手方
を拘束する。確定が公平でないときは、さ
らに裁判所が判決によって当事者に代って
この裁量権を行使することを承認している
(同条 3項)。 
 最後に、送配電分離の問題に検討を加え
た。ドイツエネルギー経済法に置ける分離
規定は、所有権分離まで規定していない。
ネットワーク活動を垂直統合エネルギー事
業者の事業活動から、実質的にないしは構
造上分離することは、第一に、透明性の強
化に機能し、とりわけ内部補助の容易な発
見に貢献する。したがって、分離規制は、
第一段階として、競争者差別及び内部補助
を通してネットワークに特有の支配力を隣
接市場へ転嫁するという事業者の可能性を
抑止するコントロールの強化である。さら
に、第二段階では、それぞれのネットワー
ク部門の組織的、人的、そして経済的な独
自性を促進することを通して、一定の供給
又は発電事業者を有利に扱う契機が減少し、
ないしはさらに所有権法上の独自性が進め
ば、いわゆる有利に扱うことの完全な防止
に連なる。差別のないネットワーク利用の
確保をとおして、発電及び供給市場におけ
る有効な競争の形成又は促進という目的に
向かって、ネットワーク利用・料金及び分
離規制という 3つの規制手法は、相互に補
完しながら介入する。また、どの程度の分
離規制が必要かについては、常に、各事業
法規制システムの構築において及び料金規
制の具体的内容に依拠して決定されること
になろう。料金及びアクセス規制が効果的
に形成されるほど、それに応じて強力な分
離規制は必要とされないともいえる。送配



電分離規制と価格規制は、独立して論じら
れていないというのがドイツの現状である
と分析する。我が国においても、この点、
考察に値すると考える。 
② 濫用行為一般論の検討として、欧州機
能条約 102 条の検討を行い、研究会等で発
表している。近年、欧州では、市場支配的
地位の濫用行為の意義について再検討する
動きもあり、我が国の私的独占と同様に、
支配的事業者に禁止される濫用行為と合法
な取引活動との区別の困難性が指摘されて
きている。その区別に際してメルクマール
となる理論は、第一に、いわゆる「業績競
争」概念であり、競争的な市場構造の維持
が脅威を受けるため、市場支配的事業者に
は、競争者を排除、そして反業績的な手段
の利用により自己の地位を強化することが
禁止される。この理論の主要な問題点は、
業績競争の概念は不明確さである。第二に、
消費者厚生テストであり、これによれば、
消費者厚生が減少する場合に濫用が認めら
れ、換言すれば、行為の競争に及ぼすがテ
ィブな効果と効率性の利益が比較考慮され
るが、ここでも効率性概念の不明確さが指
摘される。さらに、「合理的な正当性」が認
められる場合には、濫用行為と認定されな
い。正当性をめぐる議論についても、見解
は一義的でない。 
 イノベーション市場に関る濫用行為の重
要な事例として、インテルのケースを検討
した。インテルが、買手がその x86-CPU の
需要を排他的に又はほぼ排他的にインテル
でカバーすることを条件にして、買手にリ
ベートを支払ったこと、およびもっぱら競
争 制 限 に 向 け ら れ た 措 置 (naked 
restrictions)をとったことが濫用行為と
された。欧州委員会はインテルのリベート
を、原則として、欧州裁判所の確立した判
例の基準にてらして評価し、インテルのリ
ベート供与の条件は、買手が、排他的又は
ほぼ排他的に x86CPU をインテルによって
手が加えられる、ないしはインテル x86CPU
のみが搭載されているコンピューターを販
売することであり、インテルのリベートは
その効果において排他的リベートと同視し、
取引及び選択の自由の制限をもたらしたと
した。また、伝統的な分析に結びつけて、
補足的にいわゆる「同等に効率的な競争者」
テストのもとで分析していることも注目さ
れる。 
 さらに、マイクロソフトケースにも検討
を加えている。マイクロソフトがウインド
ウズメディアプレーヤーとウインドウズ
OS と統合して、もっぱら一緒にないしはパ
ッケージとして販売したことが、問題とな
った。欧州委員会はマイクロソフトの市場
支配的地位について、以下の点を考慮して
認定している。まず、クライアント PCOS
市場における市場シェアが 80%以上で近年
推移していること、加えて市場が強度のネ

ットワーク効果を示していることから顧客
のロックイン効果も見られ、かかる状況下
では市場シェアはさらに増大し、市場関係
のドラステッイクな変化は期待できない。
さらに、マイクロソフトは、買い手に対し、
その OS の新しいバージョンに乗り換える
ように半ば強要する販売政策をとっている
こと、独立系のソフトウエアメーカーに対
しては、そのプログラムにおいて新しいバ
ージョンの新しい指標を利用するように求
めている。かかる PCOS 市場におけるネッ
トワーク効果は、高い市場参入制限を意味
するということである。他方で、ソフトウ
エア産業のようなダイナミックかつ技術革
新が重要な市場に対する競争当局の介入は、
新しい市場の発展を遅らせると評価する見
解もある。 
③ 公益分野として、さらに欧州の電気通信
事業における SMP(顕著な市場支配力)につ
いても検討した。我が国の電気通信事業法
に基づく規制制度は、「設備」に注目した規
制となっている。一定の設備を有する事業
者に対しては、特殊な規制（非対称規制）
が課されている。このような「設備」に注
目した規制はボトルネック設備を念頭に置
くものであるとされる。EU では、直接に「市
場支配力」に着目した規制制度が採用され
ている。すなわちＥＵにおいて事業法規制
を受ける事業者は、「顕著な市場支配力
（ Significant Market Power）」（以下
「SMP」）を有するものに限られる。SMP 規
制は競争法の適用場面を拡充し、これに対
し、事業法規制の範囲を限定することに着
目される。SMP と市場支配力の異同を明ら
かにしつつ、SMP 規制の意義を理解する上
では、その成立から変遷を分析する事が必
要である。欧州委員会は SMP 基準を競争法
上の市場支配的地位の考え方に適合させる
ことを重要な課題として位置付けているこ
とが明らかである。最終的に、SMP の基準
を市場支配的地位の考え方と同一視するこ
とが立法過程で決定され、事実上、そのよ
うに解されるに至っている。とはいえ、SMP
規制は、規制の必要性に基づく事前の市場
画定を前提としていることから、電気通信
事業における全面的な競争法の適用は考え
られていない。このことは、電気通信事業
のボトルネック設備の存在及び旧独占者の
存在、旧独占者がボトルネックを所有して
きたことに起因すると考えられる。実際、
旧 SMP 基準の策定においては、既に述べた
とおり、ボトルネック設備に着目した規制
を行うべきという見解も主張されており、
そのような規制の必要性も顧慮されている。 
④ 優越的地位の濫用規制については、近
年、我が国でも課徴金賦課事例が散見され、
今後もかかる紛争事例が予想される。購買
力濫用についての競争理論的な説明は容易
ではないが、購買力濫用の問題は現に存在
するという認識のもと、有効な措置に在り



方について議論がドイツでも継続されてい
る。 
 ドイツでは、購買力の濫用に対しては、
競争制限防止法(競争法)による規制が第一
義的に考えられている。基本的には、市場
支配的地位ないしは相対的に有力な地位に
ある事業者に対する濫用規制の枠組みで検
討されている。従来、これらの規定が活発
に運用されているとはいえないが、小売業
の集中化が進み、濫用行為の位置づけでの
説明に注力されている。かかる地位に着目
した規制は、日本法の優越的地位の濫用規
制で捉える日本の独占禁止法と共通する。
ドイツでは、小売業者の集中は著しい問題
として捉えられており、EDEKA の事例に
おいて明らかにされた様に、4 大食料品業
者が市場シェアの 85%を占めており、寡占
に近い状態にあるといえる。EDEKA のケ
ースでは、警告の事例であるため、市場支
配的地位にあることは明言されていないが、
少なくともサプライヤーの従属性は認定さ
れている。さらに、具体的な行為が濫用に
当たるかどうかの判断基準について、明確
に説明されている訳ではないが、不当な濫
用行為として、もともとは、業績を反映し
ない一方的な要求を問題にすることを出発
点としている。価格に関係があるリベート
の要求等の不当な条件を求める場合につい
ては、価格本体との区別が常に問題になる。
そもそも値引きの問題であると捉えること
も可能であるが、ドイツでは、(ア)業績を
反映しない要求ということ、(イ)買手によ
る反対給付がないこと・サプライヤーにと
って直接利益がもたらされることが明白で
ないという観点から、要求に応じる根拠の
有無が検討されている。EDEKA のケース
においてもこのことが示されている。我が
国の独占禁止法規定では、商慣習に照らし
て不当であるという要件に対応すると考え
られる。ドイツでは、競争制限防止法によ
る規制を主たる措置としており、いわゆる
自主規制等の活用には消極的、ないしは否
定的である。購買力濫用に対して、自主規
制等によって具体的に禁止行為を予め規定
し禁止する事も一つの手法と考えられるが、
ドイツでは、具体的事例において、一定の
市場における地位を前提として濫用行為に
当たるかどうかを判断する仕組みが貫徹さ
れている。不当性の判断は容易ではない事
から、具体的に予め違反行為を規定する手
法に比べ、購買力濫用に対する適用事例数
が抑制的に展開しているのではないかと考
えられる。 
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